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ⅠⅠⅠⅠ．．．． のののの概要概要概要概要法人法人法人法人     

（（（（ ））））１１１１ のののの沿革沿革沿革沿革学校法人学校法人学校法人学校法人  

 

明治１４年  祖 辰五郎本郷区湯島 「和洋裁縫伝習所」を創設校 渡辺 に  

明治 ５２ 年  和洋裁縫伝習所を拡張、「東京裁縫女 」と改称学校  

明治３９年  師範科を開設 

明治４１年  師範科を廃し、高 師範科を設置等  

明治４４年  長 滋の寄附行為 より、「 団 東京裁縫女 」を設校 渡辺 に 財 法人私立 学校 立 

大正 ９年  名を「 団 東京裁縫女 」と改称法人 財 法人 学校  

大正１１年  高 師範科を廃し、専門 令 よる「東京裁縫女 専門部」を新設。その後、専門部を「東等 学校 に 学校

京女子専門 」と改称学校  

大正 ５１ 年  名を「 団 女 」と改称法人 財 法人渡辺 学校  

昭和 ５年  名を「 団 」と改称法人 財 法人渡辺学園  

昭和 ６年  東京裁縫女 を「 女 」と改称学校 渡辺 学校  

昭和 ６１ 年  高 女 令 よる「 高 女 」を設置等 学校 に 渡辺 等 学校  

昭和１９年  女 廃渡辺 学校 校 

昭和２１年  東京 二陸軍造兵廠板橋製造所跡（東京都板橋区。現在地）へ移転第  

昭和２２年  新 制 よる「 女子中 」を設置学 に 渡辺 学校  

昭和 ３２ 年  新 制 よる「 女子高 」を設置学 に 渡辺学園 等学校  

昭和 ３２ 年  女子中 を「 女子中 」と改称渡辺 学校 渡辺学園 学校  

昭和２４年  「東京家政大学 家政 部（生活科 科、被服科 科学 学 学 ）」及び別科（ 制）を設置１年  

昭和２４年  女子高 は「東京家政大 附属女子高 」、 女子中 は「東京家政渡辺学園 等学校 学 等学校 渡辺学園 学校

大 附属女子中 」と改称学 学校  

昭和 ５２ 年  「東京家政大 短期大 部（家庭科）」を設置。これ 伴い東京家政大 家政 部は被服科 科学 学 に 学 学 学

を廃し、生活科 科 児童栄養専攻と被服専攻を置 。別科は、短期大 移行学 に く 学に  

昭和 ６２ 年  組織を改め、「 」と変更法人 学校法人渡辺学園  

昭和 ６２ 年  東京女子専門 廃学校 校 

昭和 ８２ 年  東京家政大 短期大 部の「家庭科」を「家政科学 学 」 改称に  

昭和 ８２ 年  「東京家政大 附属みどりケ丘幼稚 」を設置学 園  

昭和３７年  東京家政大 家政 部の 科組織を変更し、児童 科、栄養 科、服飾美術 科とする学 学 学 学 学 学  

昭和３７年  東京家政大 短期大 部家政科の 科組織を変更し、保育科、栄養科、服飾美術科とする学 学 学  

昭和 ３４ 年  東京家政大 家政 部栄養 科を栄養 専攻と管理栄養士専攻 分離学 学 学 学 に  

昭和 ５４ 年  東京家政大 家政 部児童 科を児童 専攻と児童教育専攻 分離学 学 学 学 に  

昭和 ６４ 年  東京家政大 家政 部服飾美術 科を被服専攻と美術専攻 分離学 学 学 に  

昭和５６年  創 ００周立１ を迎える年  

昭和５６年  東京家政大 短期大 部別科（家政専修）を廃止学 学  

昭和６０年  埼玉県狭山市 地取得（国有地払下げ）に校  

昭和６１年  埼玉県狭山市 狭山 舎を開設、ここ 東京家政大 文 部（英語英文 科、心理教育 科）に 校 に 学 学 学 学

を開学 

平成 元年  東京家政大 大 院（家政 研究科修士課程＝食物栄養 専攻、被服造形 専攻）を開学 学 学 学 学 学 

平成 ４年  東京家政大 大 院（家政 研究科修士課程） 児童 専攻を増設学 学 学 に 学  

平成 ５年  東京家政大 大 院（家政 研究科博士課程） 間生活 専攻を設置学 学 学 人 学  

平成 ６年  祖 辰五郎生校 渡辺 誕 ５０ （記念行事を行う）１ 年  

平成 ７年  東京家政大 短期大 部国際コミュニケーション科を設置学 学  

平成 ８年  東京家政大 大 院文 研究科を設置学 学 学  

平成 ９年  東京家政大 家政 部環境情報 科を設置学 学 学  

平成 ９年  東京家政大 家政 部服飾美術 科の学 学 学 「被服専攻」を「服飾専攻」 改称に   

平成１４年  東京家政大 家政 部児童 科 育児支援専攻を設置学 学 学 に  

平成１５年  東京家政大 家政 部服飾美術 科美術専攻を改組し、造形表現 科を設置学 学 学 学  

平成１５年  東京家政大 家政 部服飾美術 科服飾専攻を東京家政大 家政 部学 学 学 学 学 服飾美術 科 変更学 に  

平成１７年  （ ）大 準協会から大 準適合認定を受ける財 学基 学基  

平成１８年  創 ５周 、狭山 舎・文 部開設 ０周 を迎える立１２ 年 校 学 ２ 年  

平成１９年  板橋 地の隣接国有地を購入し、 のワンキャンパス化 備える校 平成２１年度 に  



設置設置設置設置するするするする のののの内容内容内容内容((((２２２２)))) 学校学校学校学校

学 校 名 学 部 等 名 学 科 名 等
入学
定員
(人)

入学
者数
(人)

収容
定員
(人)

現員
(人)

備 考

家政 研究科学 間生活 専攻人 学 2 1 6 8 博士課程

児童 専攻学 6 2 12 5 修士課程

食物栄養 専攻学 6 1 12 3

被服造形専攻 6 0 12 2

文 研究科学 英語英文 専攻学 6 2 12 7

心理教育 専攻学 9 11 18 26

35 17 72 51

東京家政大学 家政 部学 児童 科学 225 254 930 978

栄養 科学 225 254 930 1012

服飾美術 科学 140 181 570 632

環境情報 科学 75 81 310 352

造形表現 科学 107 144 438 503

文 部学 英語英文 科学 120 111 490 551

心理教育 科学 95 124 390 448

987 1149 4058 4476

保育科 200 215 400 432

栄養科 180 189 360 371

服飾美術科 70 87 140 176

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科 80 75 160 154

530 566 1060 1133

東京家政大学
　附属女子高等学校

全日制普通科 360 347 1125 1058

東京家政大学
　附属女子中学校

150 200 450 554

東京家政大学
　みどりケ丘幼稚園

30 33 90 96

2092 2312 6855 7368

所在地所在地所在地所在地((((３３３３))))
板橋 舎　　校 〒173 8602　東京都板橋区加賀 － ８－１ １ １

　 　　　　家政 研究科・家政 部・短期大 部・生活科 研究所・   学 学 学 学

　　 　　　附属女子高 ・附属女子中 ・附属みどりケ丘幼稚   等学校 学校 園             

狭山 舎　　校 〒350 1398　埼玉県狭山市稲荷山 － ５－２ １ １

　 　　　　文 研究科・文 部・ 間文化研究所   学 学 人

外施設　　校 箱根仙石ｾﾐﾅｰﾊｳｽ　　〒250 0631　神奈川県足柄下郡箱根町仙石原 ３９ １

妙高緑苑荘 　　　　〒949 2106　新潟県妙高市大字田口 ５５６－ １ １２

志木実習所 　　　　〒353 0007　埼玉県志木市柏町 － － ４ ９ ２４

学 園 計

月1日現在平成19年5

計

計

計

東京家政大学
　　　 大 院  学

東京家政大学
　　短期大 部学
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組織構組織構組織構組織構((((４４４４))))法人法人法人法人 成成成成

附 属  学 校

ﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾌ支援センター

保健センター

服飾美術科(

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科(

大 学

大 院学

文 研究科学

家政 部( 学

理 事 会 常務理事会

家政 研究科学

文 部(  学 

短期大学部

保　育　科(

栄　養　科(

附属女子中学校

地域連携協力推進ｾﾝﾀｰ

大学図書館

博 物 館

ナースリールーム

間文化研究所人

附属みどりヶ丘幼稚園

学 寮

事 務 室

事 務 室

総 務 課

学 務 課

事 務 室

事 務 室

附属女子高等学校 事 務 室

狭 山 分 室

事 務 室

狭 山 分 館

事 務 室

事 務 室

進路支援センター

総 務 部

月1日現在平成19年5

大学院分室

事 務 室プロジェクト推進室

教 務 課

財 務 部

教 務 部

事 務 室

総 務 課

人 事 課

経 理 課

管 財 課

事 務 室

ＣＰＳ管理センター

狭山 舎 務部校 学

大学院分室

生活科 研究所学

評 議 員 会

監 事

事 務 室

事 務 室

国際交流センター

生涯 習センター学

臨床相談センター

事 務 室

事 務 室

事 務 室

3



（（（（5555））））役員役員役員役員・・・・評議員評議員評議員評議員・・・・教職員教職員教職員教職員のののの概要概要概要概要

期理事会･ 期評議員会（第１９ 第１９ 月 日～ ０ ３月３ 日）平成１９年４ １ 平成２ 年 １

【役員】

理 事 長 清 水 司

理 事 ( 学 長 ) 片 岡 輝

理 事 ( 校 長 ) 湯 山 隼 之 助

常 務 理 事 岩 井 絹 江

常 務 理 事 風 間 良 子

常 務 理 事 木 元 幸 一 教 板橋 担当( 学

常 務 理 事 佐 野 清 克 総括担当(法人

常 務 理 事 矢 田 裕 士 教 狭山 担当( 学

理 事 神 内 喜 久 代

理 事 小 林 静 美

監 事 兼 山 金 刀 圀

監 事 若 山 正 彦

監 事 和 田 義 博

【評議員】

寄附行為 ５ 号の評議員第１ 条第１項第１

麻 生 和 子 荒 籾 和 成 伊 澤 修 大 澤 力

川 合 貞 子 木 元 幸 一 小 松 原 忍 千 田 真 規 子

髙 橋 博 昭 西 村 純 一 平 澤 尚 孝 矢 田 裕 士

寄附行為 ５ 号の評議員第１ 条第１項第２

大 関 節 子 沖 本 鶴 美 神 内 喜 久 代 小 玉 真 砂 子

小 林 静 美 近 藤 美 文 齋 藤 禮 子 平 茂 子

渡 辺 良 子

寄附行為 ５ ３号の評議員第１ 条第１項第

落 合 恵 子 澤 浦 千 枝 子 汐 見 稔 幸 武 政 明 子

戸 谷 ま す み 野 依 寧 子 渡 邉 清

【教職員の概要 専任 】

大 学 教 員 　　　 ３ 名１ ２ 短 大 教 員 　　　　 ５名４

附 属 校 教 員 　　　　８ 名７ 職 員 　　　 ０名２１

月1日現在平成19年5

公認会計士 　 19 11月30日辞任( 平成 年

教 ･進路支援センター担当( 学  

務･幼稚 ･ナースリールーム担当(財 園

公認会計士 　 19 12月1日就任( 平成 年

弁護士 　(  
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常 務 理 事 会

臨時常務理事会

理 事 会

臨 時 理 事 会

評 議 員 会

臨 時 評 議 員 会

回１１
　〔８月を除 毎月〕く

回１０
　〔５月・６月・ 月７ (2回)･８月(2回)・ ０月・ 月・ 月・１ １１ １ ２
月〕

回１１
　〔８月を除 毎月〕く

回５
　〔 月・ 月・３月９ ２ ( 回３ )〕

（（（（6666））））理理理理 会会会会・・・・評議員会等評議員会等評議員会等評議員会等のののの概要概要概要概要事事事事

　　以下 中 開催された理事会･評議員会 ついてご報告いたします。に平成１９年度 に 等に

回４
　〔５月･ 月･ 月・３月〕１１ １２

回１
　〔 月〕１２

※監事は常務理事会(臨時を含む)を除 理事会く (臨時を含む)･評議員会へ出席しました。

5



6  

Ⅱ．事業の概要 
 

学校法人の概況 

① 平成 19 年度における学校法人渡辺学園（以下、学園）の諸活動は､東京家政大学､同短
期大学部(以下､大学)を中心とした大学改革を一層前進させた年ということができます。 

（ア）大学の家政学部の 1 年生が狭山キャンパスから板橋キャンパスへ移動し､家政学部
の 1 年から 4 年までの一貫教育が完成しました。 

（イ）平成 21 年 4 月を目指して、以下の諸準備を行いました。 
・文学部の狭山キャンパスから板橋キャンパスへの移転(20 年度に 1 年生を移動) 
・板橋新校地の建築計画 
・平成 21 年度からの文学部及び家政学部の改組並びに教養教育の改革 
・文学部移転に伴う、既存校舎の改修工事 

（ウ）平成 21 年度以降の狭山キャンパスの有効利用を検討するため、狭山キャンパス再
開発検討委員会が発足し活動を開始しました。 

 
 ② 教育研究活動の財源として､外部資金の導入を図ってきましたが､平成 19 年度には､文

部科学省の補助金を 2 件､同省の委託事業 2 件が採用され、教育研究活動を展開する上で

財政面からは非常に有用なものとなりました。 
また､文部科学省からの委託事業である｢埼玉県西部地区再チャレンジ学習支援機構｣

の事業で、本学が事務局として参加し､県や狭山市､入間市などとの連携を強化し、地域
連携支援の充実に資する取り組みを行いました。 

 
③ 施設・設備の面では､(ア)大学 14･15 号館の竣工、(イ)大学 5 号館の耐震補強工事の完
成､(ウ)附属高校Ａ校舎の耐震補強工事等を実施し、教育・研究環境の充実をしてきまし
た。この結果、平成 20 年度で計画的に実施してきた耐震補強工事はほぼ終了予定となり
ます。 

 
④ 教育・研究活動を支える施設設備の整備のための財源は、従前にもまして厳しい学園
財政のなかで、2 号基本金及び施設整備引当特定資産を充当することで､自己資金で賄う

ことができました。 
 しかしながら、本学園の財政状況は、減少する学生生徒等納付金収入と漸増する経常
経費のために、将来の施設設備整備資金の調達が今後の大きな課題となります。財政の
健全化のために、経費の節約等の方策を早急に立てる必要があります。 

 
⑤ 附属学校の中学校､高等学校も中高一貫教育の推進、生徒保護者に対する面談などを行
い、ますます教育内容の質的向上を目指しています。 
 幼稚園は、大学附属の幼稚園として保育の充実を目指し、また、ナースリールームは
開設 40 周年記念式典を行い､その役割を一層充実させることとなりました。 

 

 

（１）学校別教育研究活動 

〔大学院・大学・短期大学〕 
・教育内容の充実と改善について 
① 大学の教養教育(コア科目・総合教養科目・外国語科目・情報科目・健康スポーツ科目)
を本学独自の特色ある内容・授業方法・履修方法に改変し、いま、学生に求められてい

る人間力を身に付けさせるためのカリキュラムの開発が、総合教育開発センターの人間
教育開発部門によって進められ、時間割作成の段階にまで到達しました。また、短期大
学の教養教育も大学に準じて順次変更される予定です。 

② 教育の評価と改善については、総合教育開発センターの高等教育改善支援部門が取り組
み、今年度は非常勤を含む全教員の全科目について「学生による授業アンケート」を実
施し、集計分析の結果を各教員にフィードバックして授業改善の参考に供したほか、「教
員アンケート」を行い、自己点検と改善目標の設定と提案を求めました。 
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③ 大学 14・15 号館の建設が完了し、家政学部のワンキャンパス化が実現。引き続き文学部
の板橋移転を目指し、平成 18 年度に取得した板橋キャンパス新校地の開発が設計の段階
に入りました。 

 
④ 大学の改組転換の策定が終わり、家政学部の児童学科児童教育専攻が児童教育学科、環
境情報学科が環境教育学科、文学部が人文学部、英語英文学科が英語コミュニケーショ
ン学科、心理教育学科が心理カウンセリング学科と教育福祉学科にそれぞれ改組届出と
収容定員の変更申請を文部科学省へすべく準備しています。この改組が認可されると大
学・短期大学の収容定員は、完成年度の平成 24 年度にあっては合わせて 5228 名となり、
現行定員より 314 名増となって学園財政の改善に寄与することが期待されます。 

 

⑤ 地域連携と学生の社会体験の場として、ヒューマンライフ支援センターを窓口にして板
橋区大山遊座商店街及び板橋区との共同事業によって開設した街の食育ステーション・
インターハート TOKYO－KASEI「茶の間」は、二年次に入り、食育に関する情報発信とイ
ベント、健康配慮と地場産品をコンセプトとした学生によるランチ提供、商店街加盟店
との共同によるメニュー開発等に取り組んで、平成 19 年度東京都商店街コンクールにお
いて準グランプリを獲得したほか、スタッフと学生 32 名が板橋区区民文化栄誉賞の特別
賞を受賞し、各種メディアの注目を集めました。また、東京家政大学・短期大学部後援
会の学生自立支援基金から 500 万円を上限とする補助をうけることとなりました。その
他、前年度に引き続き北区との共同事業として、高齢者を対象とした「ふれあい食事会」
を栄養学科の協力を得て開催。生涯学習センターや地域連携協力推進センター等を窓口
にした公開講座ともども好評を博しました。 

 

・教育・研究における新しい取り組みについて 
① 大妻女子大学・実践女子大学・昭和女子大学・日本女子大学・東京家政大学の５女子大
学が連合して文部科学省の「専門職大学院等教育推進プログラム」に申請した「女性中
核教員養成女子大学連合モデル」が採択され、共同してカリキュラムの開発に着手しま
した。このプログラムを核として平成 22 年度に女子大学共同教職専門大学院の設置を目
指します。 

 
② 文部科学省の委託事業「社会人の学び直しニーズ対応教育推進事業」に本学が申請した
「いま保育士に求められる専門性の学び直しと現場復帰への保育士再チャレンジプログ
ラム」と「児童英語地域支援者養成コース・プロジェクト」の２件が採択され、前者は
家政学部児童学科・保育科、後者は英語英文学科・地域連携協力推進センターが中心に
なって、初年度のプログラムの開発と実施を行いました。 

 
③ 文部科学省生涯学習政策局の委託事業「再チャレンジのための学習支援システムの構築」
に本学と埼玉県及び近隣自治体等で共同で取り組む「埼玉県西部地区再チャレンジのた
めの学習支援システムの構築」が採択され、埼玉県西部地区生涯学習協議会の事務局が
地域連携協力推進センター内に置かれ、システム構築と学習の実施がスタートしました。 

 
④ 文部科学省の「新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム」に本学の「出身地
域へのアウトリーチによる自立支援」が採択され、補助金によってこれまで後援会、渡
辺学園東京家政大学緑窓会と連携して進めてきた地区懇談会をさらに充実させることと
なりました。 

 
⑤ 教員免許更新認定校への申請準備 

平成 19 年 12 月第一回会議を行い、免許更新制についての説明と認定更新制までの
スケジュールを確認しました。 
平成 20 年 2 月第二回会議を行い、意見交換と講習内容の確認を行いました。同 3

月に講習内容の案を検討し、その後グループごとに具体案を作成し、5 月にまず、最
初の講習内容の具体的な案を立てました。8 月の全学教授会において承認を得、9 月に
申請し、平成 21 年度実施する予定です。入間市や狭山市等からの期待もあり、狭山キ
ャンパスでも開講する予定で検討しています。科目は、家庭科、英語、小学校（国語、
算数、特別支援教育）等の予定です。 
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〔中学校・高等学校〕 
  ① 中高一貫教育の推進について 

（ア）３ステージ制について 
       本校では、中高の 6 年間を 2 年間ずつ、3 つのステージに分けて教育目標を

掲げています。 

第 1 ステージにおける目標、生徒の集団生活への適応および基本的な学習生

活習慣の確立は、概ね目標どおり良好でした。 

      第 2 ステージは、中３～高１の難しい時期で、しかも、多数の新しい高入生(高

校からの入学者)を迎えました。学習の基礎を固め、一層学力の向上を目指す点

で進展しました。アドヴァンストクラスの導入により、学習意欲も高くなって

います。 

       中 3：アドヴァンストクラス 2 クラス、スタンダードクラス 4 クラス 

       高 1：アドヴァンストクラス 3 クラス、スタンダードクラス 6 クラス 

      第 3 ステージにおいては、本年度より文系、理系におけるアドヴァンストク

ラスを導入しました。今後成果をあげていくことが期待されます。 
       高 2：アドヴァンストクラス 文系 1 クラス、理系 1 クラス 

       高 3：アドヴァンストクラス 文系 1 クラス、理系 1 クラス 

      全体としてアドヴァンストクラスの設置は、教職員、生徒、保護者の共通理

解を深めるため、努力と改善を重ねなくてはなりませんが、第１の目標である、

学習への取り組みの強化と学力の向上という点で成果をあげています。 

 

（イ）総合学習 

 ２５歳の自分を想定して、努力目標を定め、自己開発と研鑽を積む総合学習・

ヴァンサンカンプランは、総合学習として定着し、卒業生たちが中学生や高校

生の後輩を前にして大学生活や社会人としての職業生活を話す講演会にも必ず

取り上げられるなど、成果をあげています。 

 
（ウ）高大連携 

 家政大学教員の出張授業をはじめ、学部学科の内容紹介、進路ガイダンスな

どがおこなわれ、文学部の板橋への移転によるワンキャンパス化の影響もあり

家政大学への進学希望者は増加傾向にあります。 

 一方、連携を深めることを目指した英語英文学科と高校英語科との教員の話

し合いが始まり、これが将来、高校生による大学講義の直接受講や単位の認定

に発展するよう検討しています。 

 

② 心のケア 

    中学生、高校生を問わず心に悩みを抱え、学業に専念できない生徒が増加する傾

向にあり、その対策としての養護教諭、カウンセラー、スクールソーシャルワーカ

ーによる活動は一層進み、さらに対策相談協議も定時開催され成果をあげています。
担任等他の教員との連携も進展しました。 

また、例年のとおり、相互理解を深めるため、校長、顧問（前校長）、スクールソ

ーシャルワーカーによる、中学１年生の生徒保護者全員に対する面談が行われまし

た。 

 

③ 生徒募集について 

  中学校は、学校説明会の内容充実、ミニ見学会、体験学習などに取り組み、その

結果平成 20 年度は前年度を上回る応募者および合格者となりましたが、入学者は定

員の 116％となり１クラス増となりました。 

  高等学校はほぼ前年度並みの入試となりましたが、中入生(附属中学校からの入学

者)の増加により、平成 20 年度入学者は定員を上回り（110％）1 クラス増となりま

した。推薦受験への傾斜が大きく、一般受験による入学者が大きく減っています。 
今後ますます厳しさを増していく情勢の中、今までより一層入学者に対する指導

のあり方、特に授業内容の充実を最重点にし、モットーである「ひとりひとりを大

切にすること」と｢自主・自律した女性を育てること｣のさらなる充実を図ることが

大切なこととなっています。 
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〔幼 稚 園〕 
① 学内部署・ナースリールームとの連携と交流として 

(ア) 児童学科の教授・准教授を講師に招き、幼稚園及びナースリールームの教職員

の研修交流会を月１回実施しました。 

(イ) お芋焼き、シイの実焼き、音楽会、豆まきなどの行事に、ナースリールームの

子ども達を招き、交流をはかりました。 

 

② 預かり保育(名称―ももの時間)の充実として 

   ・実施回数・・・週４回(月・火・木・金) 

   ・時間帯・・年長児―14:00～17:00 年中児―14:00～17:00 年少児―13:30～16:00 

   ・保育内容・・・通常保育との連携や異年齢児間の交流に重点を置きながら、午後の

時間をゆったりと過ごしました。 

 

③ 園庭の環境整備として 

田んぼの拡張、池周辺の自然の見直し（野草植栽）、玄関前の緑化（緑のカーテン）、

花壇作りを行いました。 

 

④ 子育て理解や保護者間の交流として 

(ア) 幼稚園連絡会(年間１１回)、学級懇談会またはグループ懇談会(毎学期１回)、

個人面談(毎学期１回)を実施し、子育てに関わるさまざまな事柄について話し合

いを行いました。 

(イ) 通常の学級懇談会の他に、保護者希望による「特別学級懇談会」を開き、「子育

ての悩み」や「子育てのあり方」など、より具体的に話し合う機会を持ちました。

問題意識、課題意識などの高まりが見られました。 

 

⑤ 父母の会活動の充実として 

(ア) 児童学科・保育科・栄養学科・栄養科の教授陣による講演会・講習会などを実

施しました。 

(イ) 十三夜、ひな祭りなどの行事食作りを通して、園行事や日本古来の伝統行事へ

の理解を深めました。 

 

⑥ ヒューマンライフ支援センターとの連携として 

(ア) 未就園児（２歳児未満）保護者の施設見学受け入れを随時行いました。 

(イ) 幼稚園主事としてヒューマンライフ支援センターの活動に参加し、就園予定母

子と触れ合う機会を持ちました。 

(ウ) 幼稚園教諭のヒューマンライフ支援センターの活動参加による子育ての支援を

行いました。 

 

⑦ 授業の受入れと協力(保育見学・授業発表・教育実習(11 名)・卒業論文(9 名)等)と

して児童学科、保育科、栄養学科、栄養科、服飾美術学科、大学院、附属高校の学生

を受け入れました。  

 

⑧ ボランティアの受入れによる学生の育成(＝幼稚園教諭・保育士としての資質の育

成)として 

児童学科、保育科、服飾美術学科、附属高校、本園修了生の学生を受け入れました。 

 

⑨ 外部見学希望の受け入れ 

他大学教員、幼稚園教諭、保育所保育士、施設経営者による保育・施設見学の受け入

れを行いました。 

 

⑩ テレビ・出版社への取材協力や保育教材教具の利用状況リサーチ協力を行いました。 

 

⑪ 「板橋地域福祉フォーラム０７」記念式典に年長児が参加しました。 
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〔ナースリールーム〕 
① 平成１９年度ナースリールーム乳幼児数 

年度当初    ８名 

年内入室    ６名 

年度末修了児  ３名 

在籍累計数   ２４２名（昭和 42 年度設置以降） 

 

② 実習生受け入れ 

学科    児童学科（児童学専攻・育児支援専攻） 

実習名   小児保健実習 

受入期間  平成１９年４月～平成２０年１月 

受入数   １６１名 

 

③ 授業協力・卒論協力・ボランティア及び見学希望受入れを実施 

 

④ 学内部署との連携 

(ア) 幼稚園・児童学科との連携・交流 

      ・ 児童学科の教授・准教授を講師に招き、ナースリールーム及び幼稚園の教

職員の研修交流会を毎月 1 回実施いたしました。 

      ・ 行事の際に(焼き芋、音楽会、節分など)、子ども及び保育者間の交流を積

極的にはかりました。 

    (イ) ナースリールームの行事(おたのしみ会)において、附属中学校の生徒に参加

協力を依頼し、乳幼児と触れ合う交流をはかりました。 

 

⑤ 外部からの見学者、実習の受入れの希望が多数あり、受け入れました。 

  ＊近年、外部から質の高い乳幼児保育の重要性・保育環境・保育者の専門性を高め

るという目的で、見学希望と実習希望が増加しています。 

 

⑥ 研修・研究活動施設見学、講習会及び研究会参加、学会発表等を積極的に行いまし

た。 

 

⑦ 保育者の研修会での講演・保育関係誌に執筆・著書の出版・委員等の活動を実施い

たしました。 
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（２）当期に行った主たる教育研究施設・設備の整備 

〔学園〕 

① 新校地整備計画の策定 

 平成18年度に取得した板橋キャンパス新校地の整備計画を平成20年度実施するに

あたり、利用計画の検討を行い、設計・監理業者を選定し、基本設計、実施設計を完

了、施工業者を決定しました。整備計画の概要は以下のとおりです。 

  予 定 工 期  平成 20 年 7 月～平成 21 年 3 月 

  建物構造･面積  鉄骨造地上 3 階建校舎棟 1棟、守衛所 1 棟、防災倉庫 1 棟 

         延面積 約 5,923 ㎡  

  建物計画概要  講義室、演習室、コンピュータ室、大学院施設、体育施設、講

師室、進路支援センター、国際交流センター、食堂施設、守衛

所、防災倉庫 

 外 構 計 画  外周フェンス工事、テニスコート工事等 

 

② 埼玉県志木市の志木実習所に隣接する土地 115.50 ㎡と家屋 1 棟 65.08 ㎡を平成 20

年 1 月 28 日に購入しました。 

 

〔大学院・大学・短期大学〕 

① 板橋校舎 大学 14 号館・大学 15 号館新築工事及び視聴覚設備工事 

 平成 18 年 10 月に着工した大学 14・15 号館が、平成 19 年 8 月 15 日に完成しまし

た。各講義室には液晶プロジェクター、スクリーン、教材提示装置、常設パソコン、

電子黒板及び授業録画システムが導入され、高度情報化に対応できる教育施設となり

ました。また、講義室数が多い 14 号館には学生の居場所確保のため、眺めの良い 15

号館側各階にラウンジを設け、85 周年記念館前広場側からアプローチの良い 15 号館

には直接外階段で昇ることができる本学でははじめての屋上庭園を設置、テーブルと

椅子を配置し、教育環境の整備を充実させました。2 棟の建物概要は以下のとおりで

す。 

  大学 14 号館  鉄筋コンクリート造 地上 6 階建 延面積 2,435.04 ㎡ 

         （講義室 10 室、教員控室、スタディールーム 2 室、ラウンジ等） 

  大学 15 号館  鉄筋コンクリート造 地下 1 階地上 2 階建 延面積 2,360.64 ㎡  

         （講義室 4 室、実習室 2 室、ピアノ練習室 24 室、コンピュータ室、 

         コンピュータ自習室等） 

 

② 板橋校舎 大学 6 号館耐震補強工事 

平成 18 年 12 月に着工した大学 6 号館の耐震補強工事と、トイレ改修工事、サッシ

取替工事、外壁補修工事が平成 19 年 4 月に完成しました。 

第 7 階段講義室は固定机と椅子の取替更新を行いました。 

 

③ 板橋校舎 大学 5 号館耐震補強工事 

大学 6 号館の耐震補強工事に引き続き、隣接の大学 5 号館の耐震補強等工事を平成

19 年 12 月に着工しました。完成は平成 20 年 4 月の予定。耐震工事の他に、サッシ

取替工事、トイレ改修工事等も行います。 

 

④ 板橋校舎 コンピュータ室整備 

大学 10 号館 104A コンピュータ室、104B コンピュータ室、104B 演習室のコンピュ

ータ機器のリース期間満了に伴い、新機種への取替更新を行いました。 

また、大学 7 号館のグラフィックデザイン実習室のコンピュータ機器も取替更新を
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行い、新たに設置した大学 15 号館 15C コンピュータ室にコンピュータ機器を導入、

後期より使用を開始しました。隣接して学生用のコンピュータ自習室を設置し、情報

教育環境を充実させました。 

 

⑤ 板橋校舎 視聴覚設備の整備充実 

大学 8 号館 6 室、大学 10 号館 3 室、大学 6号館 3 室の講義室の旧型視聴覚設備を、

パソコンを常設したマルチメディア対応の機器に入れ替え、電子黒板、授業録画シス

テムも導入し、視聴覚教育環境の充実を図りました。 

 

⑥ 板橋校舎 分析評価システム（におい識別装置）導入 

大学 6 号館食物栄養学共通実験室に、平成 19 年度私立大学等研究設備整備費等補

助金により分析評価システムが導入されました。 

 

⑦ 専門職大学院等教育推進プログラム テレビ会議システム導入 

5 女子大学連合が、大学改革推進等補助金により採択を受けた「女性中核教員養成

女子大学連合モデル」事業により、板橋校舎 120 周年記念館 11F にテレビ会議システ

ムを導入しました。 

 

⑧ 板橋・狭山校舎 委託事業による設備導入 

文部科学省の社会人学び直しニーズ対応教育推進プログラムにより、板橋校舎（保

育士プログラム）には CPS 管理センターにサーバ一式と 4 号館オープンラボ室にパソ

コン一式およびスキャナーを、120 周年記念館 6 階と事業連携先である東京都公立保

育園研究会事務局にはテレビ会議システム用のパソコン等が導入されました。 

狭山校舎（児童英語プログラム）には 3 号館 LL 教室にパソコン一式を導入し、委託

事業を行いました。 

 

〔中学校・高等学校〕 

① 64 号棟（A 校舎）耐震補強・空調設備取替等工事 

平成 17 年度に実施した、地下 1 階の耐震補強工事に続き、耐震補強工事と各教室

等の空調設備の取替更新、屋上防水工事を行いました。 

 

② 64 号棟（A 校舎）放送設備取替工事 

放送室の設備老朽化により、放送機器の取替を行いました。 

 



Ⅲ．財務の概要

(１)資金収支計算
　資金収支計算について、その主な内容をご報告いたします。

(収入の部) (単位：百万円)

科 目 19 年 度 決 算 18 年 度 決 算 増 減
（19年度-18年度）

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 7,820 7,909 △ 89

手 数 料 収 入 294 282 12

寄 付 金 収 入 72 125 △ 54

補 助 金 収 入 1,251 1,098 153

資 産 運 用 収 入 109 89 20

資 産 売 却 収 入 650 842 △ 192

事 業 収 入 191 180 11

雑 収 入 315 191 124

借 入 金 等 収 入 0 3,400 △ 3,400

前 受 金 収 入 1,644 1,588 56

そ の 他 の 収 入 1,113 2,830 △ 1,718

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 1,946 △ 1,747 △ 199

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 8,280 7,925 356

収 入 の 部 合 計 19,792 24,714 △ 4,922

（支出の部）

科 目 19 年 度 決 算 18 年 度 決 算 増 減
（19年度-18年度）

人 件 費 支 出 5,741 5,673 69

教 育 研 究 経 費 支 出 1,816 1,956 △ 140

管 理 経 費 支 出 704 768 △ 64

借 入 金 等 利 息 支 出 78 15 63

借 入 金 等 返 済 支 出 345 179 167

施 設 関 係 支 出 1,167 6,586 △ 5,418

設 備 関 係 支 出 323 260 63

資 産 運 用 支 出 350 930 △ 580

そ の 他 の 支 出 148 184 △ 36

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 119 △ 116 △ 3

次 年 度 繰 越 支 払 資 金 9,239 8,280 959

支 出 の 部 合 計 19,792 24,714 △ 4,922

資金収支計算書

　当期の予算の執行状況について、その概況をご報告いたします。また、経年比較のために｢（４）
財務関係資料｣を掲載します。なお、以下の各表の金額は百万円未満を四捨五入して示しているた
め､合計など数値が計算上一致しない場合があります。

  当期の資金収入は学生生徒等納付金収入から資金収入調整勘定までの合計が１１，５１２百万円
（対前年度比５，２７７百万円減）で、前年度からの繰越支払資金８，２８０百万円を加えた収入
総額は１９，７９２百万円（対同比４，９２２百万円減）となった。
　なお、学納金収入は対前年度比８９百万円減少したが、補助金は国庫補助金の増を主因として対
同比１５３百万円増となった。

  一方資金支出は人件費支出から資金支出調整勘定までの合計が１０，５５３百万円（同５，８８
１百万円減）となったため、収入総額１９，７９２百万円からこれを差し引いた９，２３９百万円
が次年度繰越支払資金となった。
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(２)消費収支計算
　消費収支計算について、その主な内容をご報告いたします。

(消費収入の部) (単位：百万円)

科 目 19 年 度 決 算 18 年 度 決 算 増 減
（19年度-18年度）

学 生 生 徒 等 納 付 金 7,820 7,909 △ 89

手 数 料 294 282 12

寄 付 金 76 127 △ 51

補 助 金 1,251 1,098 153

資 産 運 用 収 入 109 89 20

資 産 売 却 差 額 1 0 0

事 業 収 入 191 180 11

雑 収 入 335 208 127

帰 属 収 入 合 計 10,076 9,895 182

基 本 金 組 入 額 合 計 △ 1,377 △ 1,768 391

消 費 収 入 の 部 合 計 8,700 8,127 573

(消費支出の部)

科 目 19 年 度 決 算 18 年 度 決 算 増 減
（19年度-18年度）

人 件 費 5,637 5,567 69

教 育 研 究 経 費 2,850 2,957 △ 107

管 理 経 費 839 916 △ 77

借 入 金 等 利 息 78 15 63

資 産 処 分 差 額 1 67 △ 66

消 費 支 出 の 部 合 計 9,404 9,522 △ 117

当 年 度 消 費 支 出 超 過 額 △ 705 △ 1,395
前 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額 △ 3,419 △ 2,060

基 本 金 取 崩 額 5 36

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額 △ 4,118 △ 3,419

消費収支計算書

　当期の消費収入は、帰属収入が１０，０７６百万円（対前年度比１８２百万円増）となり、そこ
から基本金組入額１，３７７百万円を差し引き８，７００百万円となった。また、消費支出は９，
４０４百万円となり、この結果収支の差が７０５百万円の支出超過となった。これにより前年度か
らの消費支出超過額３，４１９百万円、基本金取崩額５百万円とあわせ、翌年度の消費支出超過額
は４，１１８百万円となった。なお、帰属収支差額は６７２百万円の帰属収入超過となり、消費支
出比率は９３．３％と前年度に比べ２．９ポイント改善した。
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(３)貸借対照表
　貸借対照表について、ご報告いたします。

資産の部 (単位：百万円)

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
(本年度末-前年度末)

42,769 43,600 △ 831

有形固定資産 32,484 32,152 333

その他の固定資産 10,285 11,449 △ 1,164

9,659 8,547 1,112

合計 52,428 52,147 281

負債の部､基本金の部､消費収支差額の部

本 年 度 末 前 年 度 末 増 減
(本年度末-前年度末)

6,199 6,642 △ 444

2,312 2,259 53

計 8,511 8,902 △ 391

48,036 46,664 1,372

△ 4,118 △ 3,419 △ 700

52,428 52,147 281

(参考)

正味資産 43,918 43,246 672

※ 正味資産＝資産-負債(基本金＋消費収支差額)

減価償却額の累計額 17,799 16,969 830

基本金未組入額 3,647 3,992 △ 345

当期資金収支及び消費収支の結果、本学の財産状況を示す貸借対照表は以下のとおり。資産の
部の固定資産は、有形固定資産が大学５・６号館耐震補強工事及び大学１４・１５号館建築な
どで３２，４８４百万円となり、その他の固定資産が施設整備のための引当金取崩などで１
０、２８５百万円となり、合計では対前年度末比８３１百万円減の４２，７６９百万円となっ
た。流動資産は同比１，１１２百万円増の９，６５９百万円であった。この結果、資産の部合
計では５２，４２８百万円（対同比２８１百万円増）となった。
また、負債の部では固定負債が借入金の減少を主因として６，１９９百万円となり、流動負債
は前受金が増加したことを主因として対同比５３百万円増の２，３１２百万円となり、負債合
計で対同比３９１百万円減の８，５１１百万円となった。
  さらに、基本金の部は借入金の返済及び大学１４・１５号館建築、耐震補強工事などにより
対同比１，３７２百万円増加し４８，０３６百万円となった。

負
債
の
部

科 目

固定資産

流動資産

資
産
の
部

貸借対照表

基本金の部　計

消費収支差額の部　計

負債の部基本金の部
及び消費収支差額の部合計

固定負債

流動負債

科 目
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(消費収入の部)

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

8,348 8,251 8,203 7,909 7,820 

354 320 305 282 294 

60 68 63 127 76 

1,080 1,161 1,090 1,098 1,251 

56 71 80 89 109 

0 0 0 0 1 

180 179 179 180 191 

164 140 260 208 335 

10,241 10,192 10,180 9,895 10,076 

△1,029 △2,114 △2,011 △1,768 △1,377 

9,212 8,078 8,168 8,127 8,700 

(消費支出の部)

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

5,276  5,526  5,617  5,567  5,637  

2,652  2,722  2,678  2,957  2,850  

(993) (1,006) (991) (1,000) (1,034) 

825  797  844  916  839  

(146) (150) (151) (148) (135) 

31  25  20  15  78  

42  34  0  67  1  

8,825  9,104  9,159  9,522  9,404  

387  △1,027  △991  △1,395  △705  

△430  △42  △1,069  △2,060  △3,419  

0  0  0  36  5  

△42  △1,069  △2,060  △3,419  △4,118  

資 産 処 分 差 額

借 入 金 等 利 息

（単位：百万円）

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

基 本 金 取 崩 額

前 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

当 年 度 消 費 収 入 超 過 額

消 費 支 出 の 部 合 計

（ 内 減 価 償 却 ）

管 理 経 費

年 度 科 目

（ 内 減 価 償 却 ）

教 育 研 究 経 費

人 件 費

資 産 運 用 収 入

補 助 金

消 費 収 入 の 部 合 計

基 本 金 組 入 額 合 計

帰 属 収 入 合 計

雑 収 入

(４)財務関係資料
　①消費収支の推移

寄 付 金

手 数 料

学 生 生 徒 等 納 付 金

年 度 科 目

事 業 収 入

資 産 売 却 差 額
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(資産の部)

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

36,566 39,196 40,433 43,600 42,769 

26,437 25,921 26,494 32,152 32,484 

土 地 7,583 7,583 7,583 12,792 12,823 

建 物 15,187 14,686 14,952 14,941 15,733 

そ の 他 3,667 3,653 3,959 4,419 3,929 

10,130 13,275 13,939 11,449 10,285 

有 価 証 券 3,506 4,105 4,604 4,045 3,695 

特 定 資 産 6,100 7,550 7,120 6,460 5,750 

(内、退職給与引当特定資産) (1,400) (1,500) (1,600) (1,700) (1,750)

第 2 号 基 本 金 引 当 資 産 401 1,501 2,101 801 700 

第 3 号 基 本 金 引 当 資 産 84 84 84 114 114 

そ の 他 38 35 30 28 25 

10,921 8,874 8,209 8,547 9,659 

現 金 ･ 預 金 10,775 8,680 7,925 8,280 9,239 

そ の 他 146 194 285 267 420 

47,488 48,070 48,642 52,147 52,428 

( 負債の部、基本金の部および消費収支差額の部)

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

4,263 3,955 3,706 6,642 6,199 

長 期 借 入 金 1,004 770 592 3,647 3,324 

退 職 給 与 引 当 金 3,234 3,163 3,095 2,979 2,860 

そ の 他 24 22 20 17 15 

2,460 2,263 2,063 2,259 2,312 

短 期 借 入 金 234 234 179 345 323 

前 受 金 1,634 1,675 1,549 1,588 1,644 

そ の 他 592 354 336 326 346 

6,723 6,218 5,770 8,902 8,511 

39,717 40,731 42,142 45,144 46,617 

401 1,501 2,101 801 700 

84 84 84 114 114 

605 605 605 605 605 

40,807 42,921 44,932 46,664 48,036 

△42 △1,069 △2,060 △3,419 △4,118 

47,488 48,070 48,642 52,147 52,428 

　②貸借対照表の推移

年 度 科 目

（単位：百万円）

負債の部、基本金の部および消費収支
差 額 の 部 の 合 計

消 費 収 支 差 額 の 部

基 本 金 の 部 合 計

第 4 号 基 本 金

第 3 号 基 本 金

年 度 科 目

負 債 の 部 合 計

　固　定　資　産

　流　動　資　産

　固　定　負　債

　流　動　負　債

資 産 の 部 合 計

そ の 他 の 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

第 1 号 基 本 金

第 2 号 基 本 金
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③消費収支計算の推移
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⑥負債の推移

43

47

52

57

61

16
15 13

21 19

14 13 12

17 16

0

10

20

30

40

50

60

70

平成１５年度 平成１６年度 平成１7年度 平成18年度 平成19年度

退職給与
引当預金
率

負債比率

総負債比
率

％

10,921

10,130

26,437

8,874

13,275

25,921

8,209

13,939

26,494

8,547

11,449

32,152

9,659

10,285

32,484

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成18年度 平成19年度
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⑦消費収支差額と自己資金の推移
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